
 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住まい」を使って 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本小規模事業主経営サポートセンター 

〒360-0816 埼玉県熊谷市石原６４１－３ 

URL： http://ｆp-1.info  TEL： 050-3707-3507 

 

社長のキャッシュを最大化する方法② 

４ 

手元キャッシュ 

最大化レポート 



 

32 

【方法４】 「住まい」を使って 

社長のキャッシュを最大化する（２）！ 
 

 

会社への自宅売却による効果 

これは社長の持ち家（土地・建物）を会社に売却し、以後は会社から賃貸して住み続ける方法です。契

約関係が多少面倒ですが、“社長の手取りを最大化する”という点では「借り上げ社宅制度」より高い効果

を発揮します。契約関係が面倒といっても自作自演（持ち家を自社に売却する）です。社長がその気なら

実行できる方法です。住宅ローンが完済している、もしくは残債が少額なら検討する価値があります。 

 

■ 自宅を会社に売却するには？ 

オーナー企業の会社と社長との取引についてはどうしても税務署による「同族会社の行為計算の否

認」という問題がつきまといます。それは会社への自宅売却でも同じです。そこで、社長の“恣意性”が入

らないよう、合理的な売却価格を決めることが必要になってきます。 

 

【土地の評価方法】 

 

土地の価格は「一物四価」と呼ばれ、「公示地価」「実勢価格」「路線価」「固定資産税評価額」という４つ

の価格があります。すべて同じ土地に対する価格なのですが、それぞれの金額は次のように異なります。 

 

公示地価： 「公示地価」とは地価公示法に基づき、国土交通省が、毎年 1月 1日時点における標準地

の正常価格を 3 月に公示するものです。つまり、「この土地はこれくらいの価格で売り買いするのが適

正ですよ」と国が示すガイドラインのようなものです。公示価格はインターネットで確認できます。 

○ 公示価格、売買事例 http://tochi.mlit.go.jp/kakaku 

 

実勢価格： 「実勢価格」は実際に売買が成立した価格のことです。いわゆる、市場価格であり、「公示

地価より安く売ってしまった」「公示地価より高く買ってしまった」などの売り手と買い手の実情が反映さ

れるのが特徴です。 

 

路線価： 「路線価」とは相続税の計算をする時に使用するものです。毎年 7月 1日に国税局・税務署

で公表されます。路線価は、公示地価・実勢価格や、不動産鑑定士などの専門家の意見も取り入れな

がら、公示地価の８０％程度を目安に決定されます。路線価はインターネットで確認できます。 

○ 路線価 http://www.rosenka.nta.go.jp/ 

 

固定資産税評価額： 「固定資産税評価額」は固定資産税の計算をするときに使用するものです。「固

http://tochi.mlit.go.jp/kakaku
http://www.rosenka.nta.go.jp/
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定資産評価基準」という国が定めたガイドラインに基づき市町村が決定します。土地は公示地価の約７

０％、建物は建築費の約５０～７０％が評価額になります。評価は原則３年毎に見直されます。 

○ 固定資産税評価額は『固定資産税通知書』か『固定資産評価証明』を確認します。 

 

このうち不動産取引でよく使われるのが「実勢価格」「路線価」「固定資産税評価額」です。概ねそれぞ

れの価格は次のとおりになります。会社への自宅売却の際は「路線価」を参考にすれば問題とされないで

しょう。「路線価」は国税局が決めた価格ですし、金融機関の担保評価にも使われています。 

 

実勢価格 ＞ 路線価 ＞ 固定資産税評価額 

 

【建物の評価方法】 

 

建物の評価方法は大きく「積算評価」と「固定資産税評価額」の２つあります。「積算評価」はおもに金

融機関で用いられる評価方法です。新築価格から建物の経過年数によって減価した分を引いて再調達

価格を求めます。ただし、この方法では建物の法定耐用年数が切れたら評価が「０円」になってしまいま

す。つまり、「積算評価」では築２２年以上経過している木造物件の評価は「０円」になるのです。 

 

建築構造 耐用年数 

鉄筋コンクリート（ＲＣ造） ４７年 

重量鉄骨造（Ｓ造） ３４年 

軽量鉄骨造（ＬＧＳ造） １９年 

木造 ２２年 

 

一方、「固定資産税評価額」では建物の法定耐用年数が切れていても評価が出ます。以下は築２２年

以上経過している木造アパートのものです。ご覧のとおり、建物に２９４万円の評価で出ています。よっ

て、建物の評価には「固定資産税評価額」を採用します。これもまた課税当局が決めた金額ですから、ツ

ッコミが入る可能性は少ないないでしょう。 

 

以上、土地は「路線価」で、建物は「固定資産税評価額」で売買価格を計算する。こうすれば対外的に

社長の恣意性を入れることなく、合理的な売却価格を設定したことになります。 

 

さて、この方法のキモは２つあります。ひとつは【①売却代金を分割受取りする】、もうひとつは【②会社

から「社宅」として借りる】です。この２つで社長の手取りを最大化していくのです。ここでは自宅について

土地は「路線価」で、建物は「固定資産税評価額」で売買価格を計算した結果、土地１,１００万円、建物４

００万円の合計１,５００万円の売却価格になったとしましょう。建物は築２３年の木造住宅とします。 
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■ ①売却代金を分割受取りする！ 

会社が社長の自宅を買い取る価格は１,５００万円です。会社に潤沢な資金的余裕があれば１,５００万

円を一括で社長に支払っても良いのですが、それは現実的ではありませんし、この方法のメリットも薄れて

しまいます。そこで、どうするか。社長は会社から自宅の売却代金を分割受取りするのです。 

 

そうすることで、「税」と「社会保険料」を削減して手取りを最大化していきます。例えば、１,５００万円の

売却代金を３年分割で１年あたり５００万円受け取ったとします。一方、社長の役員報酬は９００万円です。

向こう５年間は３００万円の売却代金を社長は受け取れますので、その分だけ減額して５年間は役員報酬

を６００万円にしたとしましょう。もうこの時点でメリットがあると分かりますよね。 

 

【対策前：役員報酬９００万円】と【対策後：役員報酬６００万円＋売却代金３００万円（×５回払い）】とで

手取りを比べてみましょう。５年間で簡易計算してみます。すると、社長の手取りはこう変化します。 

 

【対策前と対策後の社長の手取り変化】 

 

 

※住民税（昨年）５４０,０００円で計算 ※給与所得控除＋基礎控除＋社会保険料控除で計算 ※社会保険料は４０歳以上で計算 
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ご覧のとおり、【対策前】と【対策後】とでは社長の手取りは「年額７４８,４０６円」アップします。これは役員

報酬を下げて「税金」と「社会保険料」を削減したことによる経済効果です。この効果は５年間続きますの

で、５年間では「累計３,７４２,０２８円」にもなるわけです。 

 

なお、５年間にわたって社長が３００万円を自宅売却代金として受け取っても、そこには「税金」も「社会

保険料」もかかりません。売却時に土地は「路線価」で、建物は「固定資産税評価額」で売買価格を計算

していれば、ほぼ間違いなく自宅売却は「譲渡損失」が生じることになるからです。その結果、「累計３,７４

２,０２８円」はそのまま社長の手取り増となるわけです。 

 

一方、会社にしても人件費と社会保険料（法人負担分）の削減分のキャッシュアウトが減少します。その

額は「年間３０１,６０６円」です。５年間では「累計１,５０８,０２８円」になります。すなわち、社長、会社ともに手

元に残るキャッシュが増えるというわけです。 

 

 

■ ②会社から「社宅」として借りる！ 

さらに、社長の自宅を売却して所有権の変更登記が完了すれば、それまでの社長の自宅は名実ともに

会社の保有資産になります。その後は、会社から旧自宅を「社宅」として社長に貸し出します。その際は

会社と社長とで賃貸借契約書を締結します。賃料設定については「借り上げ社宅」の項を参照ください。 

 

では、この手続きでどんなメリットがあるのか？ 

まずは【社長】の側から見ていきましょう。それまでは自宅でしたから当然、固定資産税、火災保険料、

修繕費などは「税金」と「社会保険料」を負担した後の“社長の手取り”から支出していたわけです。しか

し、今後はいずれも【会社】の経費で支払うことになります。結果、それらの支出分だけ社長の手取りが増

えたことになります。 

 

一方、【会社】の側です。固定資産税、火災保険料、修繕費を経費化できるのはもちろん、ここに新た

に建物について「減価償却費」を計上することができるようになります。今回のケースでは土地１,１００万

円、建物４００万円の合計１,５００万円の売却価格で、建物は築２３年の木造住宅です。 

 

土地代１,１００万円は「減価償却費」を計上できませんが、建物代４００万円は「減価償却費」を計上でき

ます。しかし、建物は築２３年で木造の法定耐用年数２２年をすでに経過してしまっています。その場合は

どうなるのかというと、耐用年数が切れた建物でも税法上は「４年間」で償却できるのです。 
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つまり、建物４００万円÷４年間＝１年当たり１００万円の「減価償却費」を計上できて法人税の節税にな

るということです。ここでは「減価償却費」の計算方法は省略します。とにかく建物については法定耐用年

数を経過していても、「減価償却費」を計上できると覚えておいてください。 

 

○ No.5404 中古資産の耐用年数（国税庁タックスアンサー） 

http://www.nta.go.jp/taxanswer/hojin/5404.htm 

 

■ 自宅売却に関わる付随費用 

自宅売却に関わる付随費用について触れておきます。通常、不動産取引には「①仲介手数料」「②登

録免許税」「③不動産取得税」「④印紙税」「⑤司法書士報酬」「⑥固定資産税・都市計画税の精算金」の

６つの付随費用がかかります。しかし、これは市場取引の場合ですので、「①仲介手数料」「⑥固定資産

税・都市計画税の精算金」はノーカウントで考えます。 

 

②登録免許税 

 

所有権移転登記の際に納める税金です。登録免許税の計算のもとになる固定資産税評価額とは、土

地と建物の固定資産それぞれに付されている金額で、不動産を管轄する市区町村が価格を決定してい

ます。例えば、固定資産税評価額１,５００万円の物件の所有権移転登記なら１５万円になります。 

 

登記事項 登録免許税の計算式 

所有権移転登記 固定資産税評価額×１％ 

 

③不動産取得税 

 

不動産を購入した際に納める税金です。購入後、忘れたころに納税通知が届きます。概ね不動産の取

得から３ヶ月～６ヶ月程度です。例えば、固定資産税評価額が土地１,２００万円、建物３００万円なら土地

が１８万円、建物９万円、計２７万円となります。 

 

土地 建物 

固定資産税評価額 × １/２ × ３3％ 固定資産税評価額 × ３％ 

 

④印紙税 

 

不動産の売買契約書に貼る印紙の代金です。印紙税は契約書 1通ごとに課税されますので、売主用・

買主用に契約書を２通作成した場合はそれぞれ課税されます。なので、契約書を１通だけ作成し、会社

が原本を保有し、社長がコピーを保有するという方法により印紙税を節約できます。 

 

http://www.nta.go.jp/taxanswer/hojin/5404.htm
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売買契約書記載金額 印紙税 

５００万円超１,０００万円以下 １０,０００円 

１,０００万円超 ５,０００万円以下 １５,０００円 

５,０００万円超 １億円以下 ４５,０００円 

１億円超５5億円以下 ８０,０００円 

 

⑤司法書士報酬 

 

所有権移転登記・抵当権設定登記の申請手続きを依頼する司法書士への手数料です。相場は６～８

万円くらいです。 

 

以上を考慮すると、売却価格１,５００万円では約５０万円程度の付随費用がかかることになります。これ

は買い手である【会社】が負担する費用です。この付随費用は唯一のデメリットといえます。ただし、いず

れも経費化できますし、先述した経済効果を考えたら初年度で十分オツリが来るでしょう。 
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【手取り最大化コンサルティング】 

 事前診断受付中！ 

 

 

あなたの場合はいくら手取りが増えるのか？  

 

最後までレポートをお読みいただきまして、ありがとうございました。オーナー社長であれば誰もが手元

に残るキャッシュを増やしたいと考えているのではないでしょうか。なぜなら、会社に何かあったとき最終

的に頼りになるのは“社長個人の財産”だからです。 

 

通常、社長の「手取り」を増やすには報酬を上げるしかありません。しかし、報酬を上げれば、そこには

「税金」と「社会保険料」の高額な負担が待っています。国は「給与所得控除」の縮小などで個人課税を強

化していますし、社会保険料も３１.５％（労使合計）の負担割合になります。ゆえに、今後ますます「稼い

でもお金が残らない・・・」という状況が続きます。 

 

そこで、どうするか？ 

ぜひこのレポートに書かれた方法を検討してみてください。このレポートはまさに「稼いでもお金が残ら

ない・・・」という社長のために、私どものコンサルティング手法の一部を公開したものです。私どもは「税

金」と「社会保険」のプロとして、あなたの手取りを最大化するお手伝いをしたいと考えています。 

 

その第一歩として、まずは完全無料で「あなたの場合はいくら手取りが増えるのか？」を事前診断させ

ていただけないでしょうか。診断結果はレポート形式で分かりやすく作成された私どもオリジナルの【社長

の手取り最大化シミュレーション】でお知らせします。論より証拠です。実際、私どものコンサルティングで

「手取りがどう増えるのか？」を【社長の手取り最大化シミュレーション】で見ていただきましょう。 

 

 

無料 
完全 
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これは、役員報酬９００ 万円の社長のケースです。ご覧のとおり、【対策前】と【対策後】とでは社長の手

取りは「年額１,７０５,７１０円」アップしています。５年間でみると「累計８,５２８,５４８円」です。一方、会社に

しても法人負担分が「年間３０１,６０２円」減少しています。５年間でみると「累計１,５０８,００８円」です。すな

わち、社長、会社ともに手元に残るキャッシュは増えているわけです。その額は「年額２,００７,３１１円」、５

年間でみると「累計１０,０３６,５５６円」にもなります。 

 

いかがでしょうか？ 

このケースと同じように、あなたの手取りも“年間百万単位”で増やせるかもしれません。ただし、手取り

増加効果（増加額）は人によって異なります。現在の報酬金額やその他の条件によって手取り増加効果

は大きく変わってくるからです。従いまして、「あなたの場合はいくら手取りが増えるのか？」をご報告させ

ていただくために、まずは事前診断をご利用いただきたいのです。 

 

その結果をもとに、私どもコンサルティングを導入するかをご検討ください。私どものコンサルティングに

は初期費用は一切かかりません。報酬については実際にあなたが私どものコンサルティングを導入いた

だき、その効果を検証していただいた場合のみ発生します。それ以外の費用（事前診断費、資料作成

費、交通費など）は何もかも不要です。 

 

【手元キャッシュ最大化コンサルティング｜導入までの流れ】 
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私どもの目的はあなたと会社の手元に残るキャッシュを最大化することです。そのお手伝いをすること

で報酬をいただいております。従って、事前診断の結果、「効果が期待できない」と分かれば、大変申し

訳ないのですが、逆に今回のご提案はなかったことにさせてください。あなたにとって「大きな効果が期待

できる」場合に限り、ご提案させていただきます。 

 

■ 私どもからご提案はいたってシンプルです！ 

私どもからのご提案はシンプルです。私どもでは書面上の手続きだけで、社長と会社の手元に残るキャ

ッシュを最大化するコンサルティングをご案内しております。うまくすれば百万単位で手元キャッシュを増

やせるかもしれません。以下の「ヒアリングシート」で事前診断できるのですが、いかがでしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もしあなたの答えが「興味アリ」であれば、今すぐ同封の「ヒアリングシート」をご返送ください。あなたに

デメリットもリスクもなし、あるのはコンサル実行後に増える“キャッシュ”だけです。しかも、そのメリットを享

受するために必要なのは、たったひと言、あなたが「と・り・あ・え・ず」とおっしゃって、、、 

 

《 同封の「ヒアリングシート」を私どもにＦＡＸしていただくことです 》 

 

ぜひあなたも手元に残るキャッシュを最大化されて、有効な事業活動やプライベートにお役立てくださ

い。あなたから「ヒアリングシート」が届くのを、こころよりお待ちしております。 

 

 

（ここまで完全無料です） 

 

社長の手取り最大化 

シミュレーションお申込み 

「ヒアリングシート」をご記入 

のうえ FAX にてご返信 

社長の手取り増加額及び 

導入効果をご報告 

「経済効果アリ」との判断 

なら詳細説明の訪問 

シミュレーション 手元キャッシュ最大化 

コンサルのご提案 の結果報告 
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【著者略歴】 

 

 

日本小規模事業主経営サポートセンター 

阿久津 和宏（あくつ かずひろ） 

 

 

１９７７年生まれ・栃木県出身・高崎市立経済大学経済学部卒 

◀小規模事業者専門ファイナンシャル・アドバイザー▶ 

大学卒業後、株式会社セブン-イレブン・ジャパンに入社。１年目よりスタッフの育成・管理業務を行い、２

年目より店舗経営相談員として、９店舗を担当。 

加盟店オーナーの売上・利益を上げる参謀としての立ち位置で従事。お店の売上・利益を上げて加盟店

オーナーと従業員さんに幸せになってもらいたい、、、という考えで仕事をするも、そんな中、頑張って稼

いでも、お店の利益を出しても 

「手取りが増えない・・・」「税金や社会保険料の支払いでお金が残らない」「頑張っても頑張っても楽にな

らない」 

そういう声が非常に多い現実をきっかけに、ファイナンシャルプランナーの勉強をはじめ、「報酬のもらい

方で手取りが変わる」ことを知り、多くの事業主が専門家からアドバイスを受けていないことを知る。その

後、あるきっかけで、国内大手生命保険会社の「新規事業部門」にヘッドハンティングを受け、転職。 

生命保険と事業主の悩みや解決策を学び、４年目、独立系ファイナンシャルプランナーとして「独立」。あ

くつ FP事務所を開業。小規模事業者専門のファイナンシャル・アドバイザーとして、「小冊子」「セミナー」

等での情報提供は好評。 

 

 

 

「住まい」を使って社長のキャッシュを最大化する方法② 
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